
・住宅の運⽤エネルギー削減と⻑寿命化に向けては、
建築・設備の要素技術の性能向上に加え、それら要
素技術と制御の適切な協働を図ることで、さらなる
省エネ化や⻑寿命化が実現できる可能性があります。

・本研究は、エネルギー利⽤等を最適化する⾃律分散
制御システムの導⼊と、それを前提とする各種要素
技術の検証・改良を⾏い、新たな住宅システム提案
をすることを⽬的とします(図1)。
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Ａ．⾃律分散制御システムと要素技術の検討

図４ エネルギー消費量の推定値（東京）
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本研究の成果は、共同研究機関の今後の製品に活⽤
されるとともに、新たな研究※1)※2)における⾼性能外
⽪や空調・給湯設備開発に活かされます。
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・これらを組み込んだ住宅システムを提案し（図３）、
実験住宅における実測データを基にエネルギー消費
量を推定した結果、省エネルギー基準レベルの住宅
と⽐べて約3割の運⽤エネルギー削減が可能である
ことがわかりました。

Ｂ．住宅の提案

・制御系に関しては既往のHEMS等に⽐べオープンシ
ステム、要素技術の変更・追加の拡張性、故障時等
の強靭性等の⾯でメリットのある⾃律分散制御シス
テムを提案しました（図2）。

・上記を前提に、空調、照明に関して、制御の基本ア
ルゴリズムを提案しました。

・外⽪については、実現性を考慮し、平均熱貫流率
0.31 [W/m2･K]を⽬標⽔準として提案しました。

・全館空調については、TCOP向上のため、低負荷時
における搬送動⼒の低減、及びダクト系の圧⼒損失
の低減が重要であること等を⽰しました。

・照明の制御⽅法については、LEDを全⾯採⽤する場
合には、⼈感センサーや調光⽤制御盤の電⼒に配慮
すべきことを⽰しました。

・太陽光発電と共に設置する蓄電池について、充放電
制御⽤電⼒やロスに配慮すべきことを⽰しました。
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提案システム

各機器に設置した⼈⼯知能により、他の機器の稼働状況・屋内外環境・居住者
の⽣活⾏動等に関する情報収集、及び最適制御を⾏う。中央制御によらないこ
とで、機器のオープン化が可能になる等の様々なメリットがある。

図３ 住宅システムの提案

３．⾃律分散制御機能を有する住宅の提案
・⾃律分散制御システムと要素技術からなる住宅の提案
・エネルギー消費量の試算

２．室内環境・エネルギー最適化の検討
・実棟における室内環境と⽤途別エネルギー消費量の把握
・各種要素技術制御⼿法に関する検討

１．省エネ・⻑寿命を実現する各要素技術の評価
と性能向上に関する検討

・⾃律分散制御システムの検討
・各種要素技術の検証・改良

※1)環境省「太陽熱ヒートポンプ空調・給湯システムと冷暖房負荷を低減する外
⽪の技術開発」（H26〜28年度） ※2)共同研究「ZEH対応も踏まえた枠組壁⼯
法住宅の⾼性能外⽪・空調システムに関する開発」（H28〜29年度）

図１ 研究フロー

図２ ⾃律分散制御システムの概要

断熱性能
・平均熱貫流率０．３１[W/K･m2]
・ターフ（吹き抜けの1、2階間に⽔
平に設置する布で開閉可能）

・⽇射の季節制御の付属部材
（・通⾵・排熱換気と空調の協調制御） 給湯

・太陽熱給湯システム

空調
・全館暖冷房、熱交換換気

（・⾼効率熱源）
（・低圧⼒損失のダクトシステム）
（・窓開け、低負荷時の発停制御）

電⼒
・太陽光発電パネル＋蓄電池

（・ライフライン切断時も含む⾼効
率制御）

⽣活⽔・飲⽤⽔
・⾬⽔タンク
・給湯⽤タンク
・蛇⼝が電動の場合の停電時への
配慮

照明
・ＬＥＤが基本
・設計⼿法（制御⽤電⼒、停電時に
配慮したスイッチ）

⾃律分散制御 ・⽇常のエネルギー利⽤・環境形成の最適化
・メンテナンスの適切化

※（）の記載と⾃律分散制御システムは今後対応すべき事項、他の項⽬は実現済みの事項

⽇射制御
・外付けルーバー

劣化感知システム
・構造劣化感知、漏⽔検知

・将来の改修の適切化
・ライフライン切断時等のサポート


